
一 般 質 問一 般 質 問

［発言順］

　９月定例会の一般質問は、９月９日から12日の４日間にわたり18人の議員
が登壇し、活発な議論が展開されました。
　主な質問について、各議員から寄せられた原稿を原文のまま掲載します。

一般質問8

❶①事業を断念した空き店舗の活
用は。
②今後の街のあり方は。
❷農業で生活ができるための方策
は。

❶①多くが住居併用となっており、
貸し借りが困難。建物の改修
費や借上料にかかる補助事業
の利用は、ここ数年ない。
②街になくてはならない商店街
として位置づけ、来街者のニ
ーズに応えるための商店街事
業、商業者・住民が一体とな
って取り組むまちづくり事業
を市として積極的に支援して
いく。

❷品質向上のための施設化・機械
化の推進、販売の多様化・高付
加価値化の促進を図り、収益向
上を進める。

深　谷　勇　吉
［真 誠 会］

❶街の活性化について
❷農業の振興について

問 答

問 答
❶①災害復旧工事の見通しは。

②小浜川早期復旧・改修と各種
計画について。

❷①これまでの経過と課題スケジ
ュールについて。

②場所の選定と25メートルプー
ルにした理由は。

❶①農林業関係については激甚災
害の指定を受けた。公共土木
施設災害復旧工事については
26年度復旧工事完了を目指す。
②小浜川の川づくりと小浜地区
のまちづくりを一体として進
める。小浜地区の活力ある安
心安全のまちづくりを目指す。

❷①平成26年度に造成工事、建築
工事、平成27年度中の完成を
目指す。
②維持管理経費が多くなること
から25メートルプールとした。

本　多　勝　実
［市政刷新会議］

❶豪雨災害復旧と防災計画の見
直しについて

❷市民プール（屋内・温水）建
設について

秋の収穫作業
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問

問

答

答

❶①市内各小中学校の調理設備の
整備状況は、どうなっている
か。
②川崎小学校の調理設備が今ま
で整備されてこなかったのは
なぜか。

❷転換する場合の補助について、
一般住宅と同じ補助はできない
か。

❶①小中学校の家庭科室、調理室
等に調理設備の無い学校は、
川崎小学校のみである。
② 現在の学校建築当初より、理
科室と家庭科の調理室を兼ね
て使用できる机を導入し活用
してきた。現在支障なく行っ
ているが衛生面、理科薬品の
心配などがあり今後は独立し
た特別教室として整備すべき
と考えている。

❷本事業の趣旨に鑑み、県合併処
理浄化槽普及促進協議会を通じ、
県に対して財政措置を要望して
いく。

安　斎　政　保
［市 政 会］

❶家庭科室の調理設備について
❷集会施設に対する合併浄化槽
設置について

問 答

❶①８月５日の豪雨被害状況は。
②産業部所管の被害状況は。
③建設部所管の被害状況は。

❷①川俣町山木屋地区と隣接して
いる地域の早期の除染対応は
できないか伺う。
②除染対策後に豪雨災害に被災
された場合の対応策は。

❶生活保護給付状況は（平成23年
度から25年度世帯数、給付額）。

❷①平成22年度から平成25年度現
在の人口は（各年度４月１日
現在）。
②何が原因と考えているのか。

❶①岩代地域を中心とした被害箇
所数は1,080件である。
②農業施設や水田等で1,407箇
所、被害額は3億9,200万円で
ある。
③道路・河川・橋梁で691箇所、
被害額は13億973万円である。

❷①第６期に発注を予定している
が、当該地域の住宅除染に入
る際には、地域内での優先順
位等で検討する。
②土壌等が住宅に流入した際の
除去や洗浄は交付金対象とな
らず、除染としての対応は難
しい。

❶23年度307世帯、445人、扶助費
総額5億7,881万円。24年度309世
帯、438人、扶助費総額6億340
万円。25年度７月末で298世帯、
418人、支給額1億5,065万円。
❷①22年度59,925人､ 23年度59,466
人、24年度58,020人、25年度
57,087人。
②東日本大震災後の23年度以降
減少が多く、少子高齢化、過
疎化の影響もあるが、原子力
発電所事故に伴う放射能災害
の影響も小さくないと考えて
いる。

堀　籠　新　一
［真 誠 会］

熊　田　義　春
［市 政 会］

❶豪雨災害について
❷除染計画について

❶市民生活支援について
❷人口減少について

豪雨により寸断された市道

川崎小学校
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問 答

❶①９月の法施行に当たり､ 地域社
会でいじめ根絶への取り組みは。
②「二本松市いじめ防止基本方針」
と各学校での同方針の策定は。
③「いじめ防止対策推進法」につ
いての教育委員会の見解は。

❷①緊急時の対応マニュアル作成は。

②医者､学校､家庭の連携体制は。
③校長を含む全教職員の研修は。

④08年ガイドライン策定以降、事
故などの事例はあったのか。
⑤緊急時に迅速な対応ができる
「子供安心カード」の導入を。

平　栗　征　雄
［市政刷新会議］

❶根柄山地域開発について
❷安達駅周辺の安全及び防犯管
理体制について

問 答

❶①未開通となっている太郎田～
川前区間の復旧の展望は。

②被害農地復旧に向けた市独自
の助成対策は検討しているの
か。

❷①特別措置法に定められている
「鳥獣被害対策実施隊」設置
に向けたその後の検討状況は。

②有害鳥獣対策資材購入費補助
事業の直近での進捗状況は。

小　林　　　均
［公　明　党］

❶「いじめ防止対策推進法」の
制定について

❷学校給食のアレルギー事故防
止と ｢子供安心カード｣ につ
いて

❶①浪江町からの450戸の災害復
興住宅建設要望に対する市の
考えは。
②文化財センター安達館建設は、
今後も変わりなく要望してい
くか。

❷①児童生徒への道徳観、倫理観
はどう教育しているのか。
②安達駅も夜間は無人駅になり、
い集問題や深夜徘徊問題が生
じている。犯罪抑止、事件解
決のためにも防犯カメラの設
置をお願いしたい。どう考え
ているか。

❶①道路復旧に先行して治山事業
を優先する必要がある。福島
県は地権者からの保安林指定
同意を経て事業を実施する考
えである。
②激甚災害に指定されたことも
あり、他の被災者との均衡上、
難しいと判断している。

❷①捕獲隊員の中から非常勤特別
職の専門員を委嘱し､ 現行の
捕獲隊と実施隊の並立方式を
目指す。
②８月末現在､ 申請49件面積9.7
ha、前年度末実績、申請26件
面積5.7haを大きく上回ってい
る。

❶①日頃より対策は講じているが、
更に地域全体での防止に努める。
②本市基本方針とともに、各学校
の実態に応じた方針を策定する。
③警察への通報や加害側の子ども
の出席停止処分も必要と考える。

❷①小・中学校では既に作成してい
る。
②連絡・相談できる体制である。
③25年度内には全ての学校で全教
職員の研修を実施する予定。
④今年８月に保育所で事故が１件
発生、大事には至らなかった。
⑤子ども安心カードの導入を検討。

❶①浪江町では、住民意向調査を
実施した。市内に約2600人が
生活している。今後、市と浪
江町、県、復興庁で協議・決
定していく。
②今後とも県教育庁、関係機関
と協議を進め、施設建設につ
いて強く要望していく。

❷①道徳の授業を中心として、教
育活動を通して指導し、生命
を尊重する心を育てたい。
②人口増加に伴い、様々な問題
が生じている。防犯カメラの
設置については、検討課題と
したい。

菅　野　寿　雄
［市　政　会］

❶豪雨災害の対策について
❷有害獣対策について

問 答
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❶災害公営住宅整備の基本的内容
は。

❷空き家等に関わる苦情要望等は
あるのか。また、苦情要望等に
かかる市の対応策の内容は。

❶①ゾーン別の入場者数。
②各施設の今後の活用は。
③今後スカイピア全体をどのよ
うに活用していくのか。

❷消防屯所新築の設計図を各屯所
で共有して新築単価を抑えられ
ないか。

❶①温泉保養館は23年度96,544人、
24年度122,543人と増加してい
る。
②ＳＬ列車など老朽化しており
再利用は考えていない。
③温泉保養館と豊かな森林資源
を活用していく。

❷団員の数、消防車両の大きさ、
土地の形状などがあり、個々の
設計が必要。

野　地　久　夫
［市政刷新会議］

佐　藤　公　伯
［真　誠　会］

❶災害公営住宅建設について
❷老朽空き家対策について

❶スカイピアあだたらの利活用
について

❷消防屯所の設計図の共有につ
いて

問

問

答

答

問 答
❶仮置き場の設置状況と市道・農
道や公共施設の除染状況は。

❷①全市民対象の内部被ばく調査
の状況は。
②市民の長期的継続的健康管理
にどう取り組むのか。

❶仮置き場は、今年８月末で181
箇所が確保されている。市道の
除染は、環境放射線量が高く仮
置き場が確保された地域から進
めており、除染実施延長は319.9
㎞である。公共施設は、市の除
染計画に基づき実施している。

❷①複数の技師が確保できたこと
から、２台の測定器をフル稼
働させ、全市民の測定を早期
に進めていく。
②市民の健康管理システムの構
築を検討する。

髙　橋　正　弘
［あぶくま会］

❶市道や公共施設の除染対策に
ついて

❷放射線量と健康対策について

老朽化した空き家

❶災害公営住宅は県営住宅として
安達地区の根柄山に整備予定で、
３～５階建集合住宅、２～３Ｌ
ＤＫ、56～75㎡程度で70戸予定、
本年度設計、26年度敷地造成建
築に着手、27年度入居予定であ
る。
❷本年度、防犯や環境保全に関わ
る連絡苦情等は５件、空き地管
理に関わる苦情が４件寄せられ
ている。連絡者から聞き取りや
現地調査、登記簿調査等して、
所有者や管理者が特定した場合
は、文書により適正管理の依頼
文を送付している。

市内に設置された仮置き場

スカイピアあだたら温泉保養館



問 答

問 答

問 答

12 一般質問

❶①住宅除染の進捗状況は。
②公園や不特定多数の人が出入
りする神社仏閣などの除染は。

❷①プール設置場所選定の決め手
は。
②規模と設備及び加温熱源方法
は。
③災害や事故等に対する備えと
管理体制は。

佐　藤　源　市
［あぶくま会］

❶放射性汚染物質減容化と焼却
施設の取り組みについて

❷生産物食糧放射能検査の実態
と測定器について

❶介護保険の見直しは、「要支援
者は介護保険から外す」「地域
支援事業にする」等の内容。そ
こで、該当する高齢者の数と、
要支援者を市町村の「地域支援
事業」にし、国の責任をなくし
ていくことへの当局の見解は。
❷市や教育委員会が新たな事業を
提案する際、生徒と一番向き合
っている一般の先生方の声を聞
いて実施されているか。
「市の役割は、学校の条件整備
にこそ力を入れるべき」ゆとり
をもたせるべきと考えるが教育
長の見解は。

佐　藤　　　有
［真　誠　会］

❶除染について
❷屋内プールについて

❶除染による汚染物質の実態と減
容化への焼却炉建設の時期及び
場所の選定は。
❷①放射能検査の実態は。
②放射能測定検査の簡素化及び
少量生産物の再利用を図るた
めの非破壊式測定器の導入が
必要と思われるが。

❶要支援１・２の認定を受けてい
る方は518名、うち何らかの介
護予防サービスを受けている人
は304名。
公費負担の増額を含めた改善要
望を国・県へ行っている。

❷新たな行事を実施する際は、小
中学校長会と事前協議を行い、
趣旨を説明し各学校の理解を得
て実施している。
各学校の意向も踏まえ、学校生
活の充実と発展に資する体験的
な活動を中心に実施していく。

❶①発注は８月末現在10,581件、
完了は7,520件、率で38.5％。
②昨年からの繰越しで21箇所実
施、住宅除染を優先｡ その後
実施。

❷①検討委員会の報告に基づき、
運動施設の管理運営上、決定
した。
②25ｍ、８コース、ウォーター
スライダー付き幼児プール。
灯油温水ボイラーを主にバイ
オエネルギーも整備する。
③防災用地だったが、現在まで
災害もなく不安はないと判断
するが、防災安全対策も考慮
したい。

❶住宅除染等に伴う枝木等可燃物
約5,300ｔ、農林廃棄物約1,500ｔ｡
枝木等をチップ化し一時保管場
所を設置する。また可燃廃棄物
の焼却場は必要不可欠であり、
市単独あるいは安達地方で候補
地を調査する。
❷①市では７月末現在で27,000件
の簡易検査を実施。今後も続
ける。
②非破壊式測定器は福島市の測
定施設に１台あり、食品を細
かく切り刻むことなく短時間
で測定できる。今後各メーカ
ーの開発状況を注視し、導入
を検討する。

平　　　敏　子
［日本共産党二本松市議団］

❶介護保険制度について
❷教育の充実について

食品をそのまま測定できる機器の導入を

屋内プール建設が計画されている土地



問

問

答

答

問 答

13一般質問

❶前期計画が遅れている原因と進
捗率は。前期計画完了時の給水
人口は。後期計画の策定時期と
着工はいつごろになる予定か。

❷日本産科婦人科学会に対しての
市の要望活動の経過と結果は。
社会保険二本松病院へ、市営院
内助産所を設置できないか。

❶①市道復旧に市民が自主的に取
組み生活道路の通行確保がさ
れた。重機の燃料代等を市で
負担できないか。これを機に
制度創設の考えは。
②小浜川の河川改修は、街づく
りの視点を取り入れつつ住民
合意を基本として進めるべき
では。

❷今年４月以降、産科は休診し婦
人科だけの診療形態である。現
在婦人科は週２回の診療で、外
来も病棟もないのが実態である。
再開は本当にあるのか。見通し
は。

❶①市は建設協会と管工事組合と
の間に「災害時の応急対策業
務の支援協定」を締結し、災
害に対応している。復旧業務
は危険性もあり、熟練した従
事者が望ましいことから、燃
料代の市費負担と制度創設は
考えていない。
②川づくりと街づくりを一体と
した河川改修事業を推進して
いく。

❷国や県等に医師確保の要望活動
を続け、病院は各大学に派遣依
頼しているが目処は立っていな
い。早期再開に向け病院と活動
していく。

安　部　匡　俊
［あぶくま会］

菅　野　　　明
［日本共産党二本松市議団］

❶東和簡易水道拡張事業の未普
及地域解消事業について

❷社会保険二本松病院産科医の
招致について

❶８月５日豪雨災害の対応につ
いて

❷社会保険二本松病院について

❶①１年間で太陽光発電等の発電
量は原発３基分に相当し、国
が認定した容量は原発20基分。
一層普及させるために発電用
地の固定資産税評価の優遇策
を。
②太陽光パネル償却資産の税負
担の優遇策は。

❷平成24年、25年の入札不調の件
数とその理由は。

❶①該当する土地の状況、他の類
似する土地とのバランスを考
慮し、土地の価格に及ぼす影
響率（宅地との比較）の調整
により行う。

②固定価格買取制度で認定を受
けた設備は３年間、価格を３
分の２に軽減する。

❷平成24年度218件中44件、20％。
25年度８月末現在90件中26件で
29％。東日本大震災以降の災害、
除染事業など受注量の増大、労
務単価の上昇、設計単価の乖離
等が影響している。

斎　藤　広　二
［日本共産党二本松市議団］

❶太陽光発電設備設置の固定資
産税の取り扱いについて

❷公共事業の入札状況について

❶単年度の事業費が大きくなり、
事業年度を延ばした。50.2％で
ある。現在認可における完了時
は4,965人となっている。現在
前期計画に取り組んでおり、少
しでも前倒ししたい。前期完了
は32年度を予定。その後取り組
むことで検討したい。
❷国や厚労大臣等に要望活動を続
けてきた。今後も学会へ要望活
動を継続する。
院内助産所については、病院の
中で産科医師確保と一体となっ
て検討される事が最善と考えら
れる。
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問 答
❶二本松市は平成17年に合併して
24年までに5,619人減少し、一向
に歯止めがかからない。同期間
で本宮市は545人しか減少して
おらず、大玉村は45人増加とな
っている。本市の現在までの取
り組み状況と今後の対策につい
て伺う。
❷今まで慎重な態度をとってきた
が、議会にも市幹部にも説明し
ないまま、直接史跡保存会の総
会や地元商店会に、大手門整備
を進める旨の話をしたと聞いた
が本当か。今後の対応について
伺う。

❶子育て支援、教育の充実、働く
場の確保、雇用の安定、定住促
進のための低価格帯の優良な宅
地・住宅の提供が必要。今年度
から、新婚世帯家賃助成金支給
事業、定住促進奨励金支給事業
を開始した。

❷大手門整備を進めることとした。
まず、教育委員会において、復
元に向けた位置、規模、構造を
特定するため、差図、絵図面、
写真等の文献収集を行い、その
うえで県・文化庁との協議を進
める。

新　野　　　洋
［市政刷新会議］

❶人口減少及び少子高齢化対策
について

❷大手門整備と中心市街地活性
化について　

９月定例会賛否一覧　※これ以外の案件等は全会一致で可決・採択されています。
議員名

議案等名

議決
結果 賛成：反対
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議案第74号　平成24年度二本松市一般会
計歳入歳出決算の認定について

原案
認定 21：３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第75号　平成24年度二本松市国民健
康保険特別会計歳入歳出決算の認定につ
いて

原案
認定 21：３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第76号　平成24年度二本松市後期高
齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に
ついて

原案
認定 21：３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第77号　平成24年度二本松市介護保
険特別会計歳入歳出決算の認定について

原案
認定 21：３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第110号　二本松市職員の給与の臨
時特例に関する条例制定について 否決 11：13 ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ ● ● ● ● ○ ● ○ ● ● ●

請願第２号　ＴＰＰ交渉からの撤退を要
求する請願 採択 13：11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ● ● ○ ● ● ○ ● ● ● ● ○ ●

請願第３号　耐震改修促進法改正に伴う
意見書の提出を求める請願 採択 15：９ ● ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○

※○は賛成、●は反対。
※議長（斎藤賢一）は採決に加わっていません。

議案第110号　二本松市職員の給与の
臨時特例に関する条例制定について　

菅野　寿雄　議員
　今回の職員給与削減議案は、国が
１億２千万円もの地方交付税を一方
的に減額し、併せて自治体に対して
職員給与の削減を要請したことに起
因するものである。
　市は、削減された人件費相当額の
うち半年間分は既に自らの財源で給
与を支給しており、残り半年間につ
いてのみ給与の削減を行おうとする
ものであることから、この提案は市
民の多くの方々に理解されるものと
考える。
　私たち市政会は、以上の立場から
議案に賛成する。　　

議案74号　平成24年度二本松市一般会計歳入歳出
決算の認定について
議案第75号　平成24年度二本松市国民健康保険特
別会計歳入歳出決算の認定について
議案第76号　平成24年度二本松市後期高齢者医療
特別会計歳入歳出決算の認定について
議案第77号　平成24年度二本松市介護保険特別会
計歳入歳出決算の認定について

菅野明　議員
一般会計では、市民税の均等割が1人当たり500円

引上げられたこと。「子ども手当」は無くなり、年少
扶養控除が廃止され子育て世帯に負担増だけが残っ
たこと。国保会計では、毎年引上げとなる国保税の
負担は限界、「国の負担を増やし負担能力に応じた制
度にすること」。また、後期高齢者医療・介護保険
会計では「各会計に占める国の負担を抜本的に引上
げるべき」とそれぞれ求めてきたので反対する。　

議案第110号　二本松市職員の給与の
臨時特例に関する条例制定について

本多　勝実　議員
　今回の給与改正条例は、国の要請
と県の動きに準拠して行う単なる一
律の給与削減で、市の独自性がな
い。単なる一律の給与削減では、大
震災や豪雨災害からの復興に取り組
む職員の士気の低下や、地元経済へ
の影響が心配される。
　二本松市は独自改革を進めてきた
自治体であるので、職員や市民を交
えてしっかり中身を検討し、二本松
市に真に必要な改革を進めるべきで
ある。

反対

反対

9月定例会での討論


